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情報化社会 におけ る学校教育 と著作権
一情報モラルの視点から一




報処理機器に対応する技能の育成に集中 している。 しか し、社会の情報化に真に対応するには、技術のみ
ならず 「情報モラル」の習得が重要である。情報化社会の双方向性という特徴は情報の発信、受信それぞ
れにおいて自己の権利と他者の権利 との双方の考慮を要求する。本稿では情報モラルで尊重されるべき知








平成元年3月 に改訂告示された学習指導要領 においては 「社会の情報化への対応」が謳われて
いる。 また、学習指導要領改訂を審議する教育課程審議会答申においては、教育課程の基準の改
善のね らいの一っとして、自己教育能力の育成があげられ、情報活用能力の育成が強調されてお












しか し、上に述べた 「情報化教育」の内実は、今津(1991,ユ頁)が指摘 しているよ うに、「具体






















で も困難であり、芸術作品で も、大量に複製を作 って流通させるのは限 られた人々の特権とさえ
言えた。個人が容易に利用で きるメディアが存在 しなか ったからである。 しか し、情報技術の発
達は、個人が大量かっ安価に情報を発信す ることを許す こととなり、場合によってはマスメディ
アに劣 らない範囲に対 して情報を提供することができるようになっている。以前であれば限 られ
た範囲にのみ流通 していた 「私的」な著作物が、大量かっ高速に複製されるようになり、中には
本来の権利者の利益を侵害するような事例 も見受けられる。例えば、ワープロ等の発達により、
誰 もが活字並の品質の文字で印刷がで きるようになった結果、本来の著作者に知 られることなく




を利用する際に他人の著作権を侵害す るおそれがないかどうかを確認 し、権利処理を行 うことが
出版に携わる専門家の 「常識」及び 「義務」であり、彼 らのチェックが著作権侵害を防 ぐための
関門になっていたのだが、技術の発達がこの関門を迂回することを可能にしたのである。発信に






か つた。教師がそれ らのメディ、アを利用する場合でも・法の規定 に従い・必要最小限の複製にと'
どめておけばよかったのである。 この複製 とて、何度も繰 り返せば質が劣化 し、相当の時間がか
かるため、規模にも限度があった。
しか し、メディアの記録方式が従来のアナログ方式からデジタル方式に急速 に移行 している現
在、問題の性質が変わってしまった。すなわち、アナログ方式のメディアの複製には質の劣化が
















獲得 と処理に関わる側面にっいてのみであり、 しかもその主眼はコンピュータソフ トウェアの著
作権に対する注意にとどまっている。 ・
だが、教材の複製や切 り貼りが問題にされたり、コンピュータソフ トウェアの著作権保護団体
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3著 作権法制の概要
著作権は、法制的には財産権の一種 一知的財産権2〕を構成する権利であり、著作者が著作物 に





































著作権法で扱 う映画の著作物は 「映画の効果に類似する感覚的又は視聴覚的効果を生 じ.させる
方法で表現 され、かつ、物に固定されている著作物を含む」(法第2条 第3項)とされ、必ず しも






音楽の著作物は 「旋律 によって表現 されている著作物」をいう(半田,1994,92-93頁)。商業的





昭和60年の改正によって追加された。法的な定義 としては 「電子計算機 を機能 させて一の結
果を得ることができるようにこれに対する指令を組み合わせたものとして表現 したものをいう。」
(法第2条 第1項 第10号の2)とされている。市販のアプ リケーションソフ トや教職員が作成 し





編集著作物に似ているが、その 「選択又 は配列」によ ってのみ創作性を認め るのではな く、
「コンピュータによって検索でき、蓄積された情報を効率的に利用しうるようにするため、デー
タの体系付け、情報の抄録化、さらにはキーワー ドの選定 ・付与 といった一編集著作物の場合と
は異なった一創作行為」(半田,1994,112頁)が加え られている場合には、「データベースの著作物」
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うち、学校教育に関連が深い制限 とその問題点を中心にして検討 してみよう。
教科用図書への掲載(第33条)、学校教育番組の放送等(第34条)























一括 して複製を行 ったり、それぞれの学校で共同利用できるような形で複製 して保管する等は許
されていない。「必要限度内」 という制限により、複製部数 も複製範囲も制限される。
また、「当該著作物の種類及び用途」 と 「複製の部数及び態様に照 らし著作権者の利益を不当
に害する」場合は、複製は許されないと解されるべ きである。具体的には、各児童 ・生徒に購入
して もらうことを目的として販売されている ドリルやワークブックの類にっいて、少部数のみを































も許されることになる。 しか し、第35条での利用は、教育を担任する者 自らが複製することを





















物には、著作権が存在す る旨の表示等が全 くなくて も、 日本人が著作者または日本国内で発行さ
れた著作物と同等の保護が与えられなくてはならない。 しか し、南アメリカを中心 とした、ベル
ヌ条約に加盟せず万国著作権条約のみに加盟 している国々の多 くは、著作権の享有及び行使につ
いて、著作権表示や登録が必要である(方式主義)としている。アメリカ合衆国 も長 らく方式主義










放棄についても可能か不可能かの定説がない。 したがって著作者が明 らかである限 りは著作者人






昭和61年の改正で法に取 り入れ られ、今後学校教育で も利用が進むと考 えられ るデータベース
の著作物にっいては、さらに注意 しなければいけない。データベースに蓄積 される個々のデータ
にっいては、それぞれのデータの性質に従 って利用できると考えられる。例えば、法令データベー
スか ら引き出 した法令の条文を授業などで利用することは自由である。 しかし、データベースの















作者が一人で自発的に作成 した場合は、作者が著作者であり著作権者となる。 これは、 ソフト
ウェアが機械語や高級言語で作 られた場合や、他のソフトウェアのマクロ言語で作 られた場合、
オーサ リングッールを使って素材を組み合わせた場合、いずれも同 じである。ただ し、コンパイ
ラのライブラリを用いた場合や、映像や音楽など他人の著作物を利用 して作成 した場合にっいて
は、注意が必要である。ライブラリを用いた場合、そのコンパイラソフトの著作権者の権利が及










職務上作成 し、(4)法人の名義の下 に公表 し、(5)勤務規則等に別段の定めがない場合である。た
だ し、プログラムの著作物の場合は(4)の条件は不要である。
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ある。井上智治(1991,8-9頁)は市販のコンピュータソフトを利用する上で 「使用許諾契約書を
よく読むこと」に注意を喚起 している。そして、著作権法からの視点 と使用許諾契約書等からの
視点 とがあることを指摘 し、契約が法に優先することを主張 している。契約自由の原則からすれ
ば、井上の指摘は正 しいように見える。 しかし、井上が想定している使用許諾契約の締結 とは、
「契約書に署名 したとき」「ユーザー登録カー ドを返送 したとき」であるが、大部分の市販のソフ




利便の点で も問題点を抱える契約条項が存在す る場合がある。 また、著作権法ではプログラムの
「使用権」は認めていないので、使用許諾契約が著 しく不合理である場合は、必ず しも従 う必要













電子化 した者の権利を保護する必要があるという意見 もある(木村,1993,304-305頁)。学校で も





コンピュータ同士を小規模ネットワーク(LAN)によってつな ぐ場合 も著作権の問題 は簡単で
はない。スタンドアロンのコンピュータ上での使用を前提 としているソフトウェアは、一組の複
製物の購入で複数台のコンピュータでの利用はできないものと考え られ る。 したが って、LAN
で結ばれたそれぞれのコンピュータの補助記憶装置にソフトウェアを複製することは複製権の侵





また、LANな い し既存の コ ンピュー タ通信 ネ ッ トワーク同士 を結 んだWAN(WideAreaNet-
work)上で用 い られ るハイパーテキス ト言語 も著作権上の問題を抱えて いる。実際 に複製 行為 を
行 わな くて も、 ファイル(著作物 の電子化 されたデー タ)の存在す る場所 を指定 すれば、 ファイル
の内容 を呼 び出す ことがで きるとい う機能 を持 っているか らであ る。 ハイパー テキ ス トとい う語
.の提唱者 であ るネル ソンは、著作権料 の扱 いにっ～・て、複製 され るデー タに 「キ ャッシュレジス
タ」 とい う計数 プログラムを付加す る ことで、転送 され る ごとに著作権料 が支 払われ るシステム
を提案 している(Nelson,1994,352頁)。着想 としては妥 当な ものであ るが、 まだ 「キ ャ ッシュ レ
ジス タ」 を実装 した プログラムは広 く用 い られ てお らず、実現 には困難 が伴 うだ ろう。
5ま とめにかえて
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円)に比すとまことに少ないと言わざるを得ない。更に十分な配慮が必要であろう。
本稿では、「教育内容の情報化」や 「教育方法の情報化」を念頭に学校教育 における著作権 に
っいて検討 したが、「学校経営の情報化」の視点 も必要になるであろう。期 して今後の課題と し
たい。
注





3)い わゆる 「パ ックマン」事件。『判例時報』1129号,120頁
4)著 作権の取得に際 して、なんらの方法 も不要であるのは、以下のベルヌ条約の規定による。
ベルヌ条約(文学的及び美術的著作物の保護に関するベルヌ条約パリ改正条約)第5条
(2)(1)の権利の享有及び行使には、いかなる方式の履行をも要 しない。 その享有及 び行使は、著作
物の本国における保護の存在にかかわらない。したがって、保護の範囲及び著作者の権利 を保全す
るため著作者に保障される救済の方法 は、 この条約の規定によるほか、専 ら、保護が要求 される同
盟国の法令の定めるところによる。
5)著 作権者ではなく著作者。著作者人格権への配慮がなされているからである。 したがって、教科書検
定の前に通知が行われることが望ましいとされている。加戸(1994,199頁)を参照のこと。
6)ア メリカ合衆国著作権法第107条
批評、解説、ニュース報道、授業(教室で用いるための複数のコピーを含む)、研究、調査を目的
とする著作権のある著作物の公正利用(コピーまたはレコードへの複製権その他の著作権者の独占
的権利の使用を含む)は、106条の規定にかかわらず、著作権の侵害にあたらない。特定の場合に
おいて著作物の利用が公正利用かどうかを決めるには、以下の事項が考慮される。
(1)営利利用かどうかあるいは非営利の教育目的かどうかを含め、利用の目的 と性格
(2)著作物の性質
(3)著作物の量と使われている重要性
(4)著=作物の潜在的な市場と価値への影響
7)『著作権審議会マルチメディア小委員会ワーキング・グループ検討経過報告』(1995)においては、「情
報のデジタル化の行為が多大の労力とともにノウハウを要するものであることにかんがみ、新 たに著
作隣接権により何らかの保護を与えることが適当かどうか」を検討事項とすべきであるとしている。
8)通 説的解釈では、主記憶への格納は複製にあたらないとされている。実質的に使用権を認 めることに
なると考えられているからである。
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CopyrightsandSchoolEducation
inanInformation-orientedSociety
YoshiyukiUEDA
Recently,informationorientationisgrowingrapidlyinthesociety.TheNationalCurriculum
ofJapanchangescorrespondingtothiscircumstance.Theaimofthispaperistoclarifytheprob-
lemsoftheuseofcopyrightedworkinschoolsfromthevie～vof"informationmoral".Informa-
tionmoralcanbediscussedintermsoftwoaspectsofinformationflow.Oneisthetransmission
ofinformation,theotheristhereception.Theestablishmentofinfαrhationmoralandtheprotec-
tionofcopyrightsareth♀subjectofschooleducation・
Thecopyrightedwork,whichschQolsusefrequently,isminutelycategorizedanddescribed
accordingtoもhecopyrighもactofJapan.NamelyJiterary～vork,musicalwork,motionpictures,
compilations,database,andco.mputerprograms.
Thecopyrightlimitationisexaminedinrelationtotheuseofvariousresourcesinschool
education:むextbooks,sごhoolbroadcastingprograms,multiplecopiesforclassroomuse,material
usedinexaminationsandnon-profiレmakingpresentationofmusic,dramas,etc.
Particularcasessuchasthecopyrightof.moviepictures,foreigncopyrightedwork,databas臼,
dataandcompu右erprogramsareekamined.Thβauthormaintainsthatthecopyrightof
computerprogramsprodUcedbyteachersbelongstothemortheirschool.Theauthordiscusses
alsotheproblemsofthehseofcommercialcomputerprograms,speciallyillegalcopies,LAN
useofprogramsandshrink.wrapcon塩ract.
Finally,a.fewremainingProblemsareexamined.
